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1研究背景

国内の慢性腎臓病患者は、1330万人1)と推定されて 

おり、腎症は進行すると血涵委析に移行しQOLを低 

下させるだけでなく医療経済にも大きな影響を及ぼ 

す。そのため、特定検診や一般検診での腎症発症予防 

や早期発見および腎症の重症化を予防することが重 

要である％腎症の発症•重症化に影響する要因の一つ 

に蛋白尿があげられる。食堀奏取を控えることにより、 

糸球体内圧が低下し蛋白尿・尿中微量アルブミン排泄 

量を減少できる3)ため、腎症の発症・進行予防には、食 

塩を適切な範囲で摂取するよう心がけることが必要 

である。

令和元年に行われた県民健康・栄養調査によると、 

新潟県民の食鞭取量の平均は、9.9g/日であり、平成 

10年から平成27年は減少しその後横ばいではある由が、 

厚生労働省の示す目標値 隽!'生7.5g/日、女性6.5g/日) 

5)を大きく上回っている。県民の特徴的な食習慣であ 

る煮物や魚卵を食べる頻度が多いことなどが食塩摂 

取量の増加につながることから、新潟県民の食齢取 

量把握に特化した無記名の自記式質問票である新潟 

県版塩分チェックリストを活用した啓発活動が行わ 

れている。

一方で、食邮取量を把握する質問票として、簡易 

型自記式食事歴法質問票(brief-type self- 

administered, diet history questionnaire, 以下、 

BDHQとする)が知られている。この質問票は、無記 

名の自記式質問票で、食塩摂取量とともに、腎症の病 

期に合わせて指導が必要な、エネルギー・たんぱく質・ 

カリウム・リンの摂取量が把握できる6)ため、慢性腎臓 

病の進行予防における食事指導に活用できる可能性 

がある。食習慣は、地域により異なるため地域に合わ 

せた質問票の開発が必要といわれている7)ことからも、 

新潟県民の推定食塩摂取量の実態を踏まえた減塩指 

導が腎症発症•進行予防に効果的であると考えられる。

これまでの研究では、新潟県版塩分チェックリスト 

とBDHQで測定される推定食塩摂取量にどのような 

関係があるのか示されておらず、それぞれの質問票で 

測定される推定食邮取量を用いた腎症発症.進行予 

防扌譜の方法について検討されていない。また、新潟 

県民に質問票を活用して指導する場合、どのような集 

団に指導を強化する必要があるのかについては明確 

に示されていない。これらを明らかにすることで、新 

潟県民の腎症発症•進行予防指導における示唆を得る 

ことができると考える。

n研究目的

新潟県版塩分チェックリストとBDHQで測定され 

る推定食塩摂取量の関係および推定食塩摂取量の実 

態と対象特性との関係を明らかにし、新潟県民の腎症 

発症予防指導に役立てることを目的とした。

m方法

1.稱

通算20年以上の新潟県在住歴であれば、新潟県民の 

食習慣をおおむね反映するのではないかと想定した 

こと、40歳以降に発症する蛋白尿は腎機能低下の危険 

因子であることから场)40歳以上を対象と限定するこ 

とで腎症発症予防指導が必要な集団の特徴をより明 

確にすることができると考えた。これらの理由から、 

本研究対象者を以下の通りとした。

本研究対象者は、新潟県在住歴20年以上かつ令和2 

年4月末の時点で満40歳以上の人(以下、40歳以上の
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人とする)とした。現在治療中の疾患の有無は問わな 

いこととした。

2.調虧法
調査は、2020年12月から2021年2月に実施し、3種 

類の無記名自記式質問票を用いて郵送法によりデー 

タ収集を行った。新潟県上越地域内の公共機関(行政機 

関3施設、教育機関4施設、輸送業社2施設)を選定した。 

調査は冬季に実施したため降雪等の道路交通状況に 

鑑み、研究者の所属施設から依頼に行ける可能な範囲 

の中で、選定した。選定した公共機関の管理者に、研 

究の趣旨を文書と口頭または電話連絡により説明し 

研究協力を依頼した。上記公共機関の職員を対象とし 

た理由は、県内異動経験がある人が勤務していること 

が想定され、新潟県内の食習慣を広く反映していると 

考えられたためである。次に、研究協力の承諾が得ら 

れた隣に研究協力可能な人数分の^^ «質問票 

及び返信用封筒(以下、依頼文書一式)を持参または 

郵送し、これらの設置と職員への周知を依頼した。研 

究の趣旨と協力内容•研究対象者が記載された依頼文 

書を読み、その内容を理解したうえで、新潟県在住歴 

20年以上かつ40歳以上であることの対象選定基準 

に合致し、協力意思がある人から質問票に回答しても 

らった。

回答者が対象選定基準に合致しているかの確認は、 

研究協力者自身の判断で調査票を持ち帰る方法をと 

ったこと、食生活に関する質問票に、在住歴を記載す 

る項目を設けたことにより行った。記載された質問票 

は回答者自身に返信用封筒を用いて投函してもらっ 

た。

1)新潟県版塩分チェックリスト

新潟県版塩分チェックリストは、堀川らの原案8)を 

基に新潟県福祉(呆健部健康対策課が主催する「新潟県 

栄養政策策定および評価体制構築のためのデータ分 

析ワーキング」が検討•作成したものである。このチ 

エックリストは、尿中ナトリウム衫離量と新潟県民の 

食塩摂取過多につながる10個の食習慣.性別•年代と 

の関係を解析した結果をもとに作成されたもので、食 

塩摂取量の推定における信頼性があるとされており、 

妥当性は確保されている％新潟県民の食塩摂取過多 

につながる10個の食習慣について2件法• 3件法により 

回答し、得点により推定食塩摂取量を求めるものであ 

る。無記名の自記式質問票である。新潟県栄養政策策 

定および評価体制構築のためのデータ分析ワーキン 

グの許可を得て使用した。

2) BDHQ
BDHQは、自記式食事歴法質問票の簡易版として開 

発されたもので、無記名の自記式質問票鴨)で、栄養素 

摂取量や食品群摂取量を食品の摂取頻度や調理の頻 

度等から推定値を算出するものである。食品摂取量や 

調理の頻度などを問う74個の項目に2件法〜7件法に 

より回答を得る。また、生年月日•性別•身長•体重 

の記載欄が設けられている。半秤量式食事記録と推定 

摂取量との比較や、他の食物摂取頻度調査法との比較 

において妥当性が証明されている叫

3) 食生活に関する質問票

対象者の基本属性や食生活については、新潟県内在 

イ谜(通算 10年未満•10年以上20年未満• 20年以上 

30年未満• 30年以上40年未満• 40年以上50年未満• 50 
年以上)、調理担当の有無、1週間に調理済み食品を購 

入して食べる頻度 曄入して食べなかった〜2回/週• 

3〜4回/週•5回以上/週)、1年以内に食事指^を受けた 

経験の有無を言己載してもらった。

3.分析方法
対彖者の基本属中生は、記述統計により、項目ごとに 

人数と割合を算出し、年齢とBMIは、平均土標準偏 

差で示した。

両質問票により測定された推定食塩摂取量の関係 

は、Pearsonの相関係数により分析した。また、推定 

食塩摂取量の有意差の有無についてはWHcoxonの符 

号付順位検定により分析した。

20歳以上の新潟県民の平均食驟取量は、10.3g/日 
であることから由推定食塩摂取量10g/日未満群と10g/ 
日以上群に分け、基本属性の項目ごとに割合を算出し 

た。さらに、カイ二乗検定またはFisherの正確確率検 

定を行い、介入が特に必要な対象者の特徴を検討した。 

その後、特定検診対象者の中でも成人期•老年期のど 

ちらにより介入が必要か検討するため、40-50歳代群 

と60歳以上群における推定食堀受取量(7g/日・8g/日・ 

9g/日•10g/日•11g/日•12g/日•13g/日•14g/日•15g/ 
日)ごとの人数を算出した。統計解析はSPSS 
Statistics 23を使用し、検定における有意水準はp<
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0.05とした。

n 倫sffias
新潟県立看護大学倫理委員会の承認および学長の 

許可を得て実施した(承認番訓2011)。対象者には書 

面で研究の趣旨、目的、方法、研究参加は自由意思で 

あること、無記名自記式質問票への回答のため個人が 

特定されないことを説明し、同意のチェック欄へのチ 

エックをもって同意を礴忍した。

V結果

1.質問票への回答の状況および基本属性の概要

対象特性については表1に示した。質問票の配布咅K 

数は、施設の希望に合わせて決定し、合計140部酉桥し 

た内訳は行函幾関3施設に25部、教育機関4施設に110 

部、輸送業社2施設に5部であった。回収数は86部(回 

収率61.4%)、回収した質問票は、すべて、新潟県在住 

歴20年以上かつ40歳以上の人からの回答であった。そ 

のため、回収した86部のうち全ての項目に回答された 

85部を有効回答とし、分析対象者とした。

対象者の年齢について平均士標準偏差は、54.6士 

10.3歳であった。年齢の内訳は、40歳代31人(36.5%)ヽ 

50歳代31人(36.5%)、60歳代15人(17.6%), 70歳代 

8人(9.4%)であった。性別は、男性49人(57.6%)、 

女性36人(42.4%)、BM!について平均土標準偏差は、 

22.7±3.4kg/nfで、40_50歳代群は23.1 士3.46kg/irf、60 

歳以上群2L7±3.17kg/irfあった。新潟県在住歴40年未 

満11人(12.9%)、40年以上74人(87.1%)で40年以上の 

n=85

表1対象者の概要

項目 人数(人)割合(％)平均土標準偏差

年齢(歳) - - 54.6+10.3

40歳代 31 36.5 -

50歳代 31 36.5 -

60歳代 15 17.6 -

70歳以上 8 9.4 -

性別 男性 49 57.6 -

女性 36 42.4 -

BMI (Kg/m2) - - 22.7+3.4

新潟県在住歴 40年未満 11 12.9 -

40年以上 74 87.1 -

調理済食品購入頻度 2回以下/週 68 80.0 -

3回以上/週 17 20.0 -

日頃調理を担当している人 49 57.6 -

男性 13 26.5 -

女性 36 100 -

食事指導を受けた経験がある 25 29.4 -

割合が40年未満に比べて多かった。調理済み食品を購 

入している人66人(77.6%)、日ごろ調理を担当してい 

る人49人(57.6%)、食事指導を受けた経験がある人は 

25人(29.4%)であった。

2.新潟県版塩分チェックリストとBDHQにより測定 

される推定食塩摂取量の関係

図1に新潟県版塩分チェックリストとBDHQによ 

り測定される推定食塩摂取量の相関関係、図2に両質 

問票により測定された推定食塩摂取量の有意差の有 

無について示した。両質問票の相関関係は弱い正の相 

関が認められた(I・ニ〇.31、p<0.01)oまた、新潟県版 

食塩チェックリストで測定された推定食塩摂取量 

(11.5g±1.7g/0)は、BDHQで測定された推定食塩 

摂取量(lO.5±3.3g/0)より有意に多かった(p<0.01)o

g/日

11.46
10.49

10 -……….….-■ . .. .. .... .......„

5

〇---------------------------------------------------- ----------

新潟県版塩分チェックリスト BDHQ *pく〇 05

図2新潟県版塩分チェックリストとBDHQによる推定食塩摂取 

量の觀系
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3.対象特性からみた新潟県版塩分チェックリストで 

測定した推定食塩摂取量の実態

推定食塩摂取量を:LOg/日未満群(30A)と10g/日以 

上群(55人)にわけ、対象特性との関係を分析した(表 

2)〇推定食破取量10g/日以上群は、年齢60歳以上群 

より40-50歳代群の方が有意に多く (p<0.01)s性別 

では女性より男性が多かった(p<0.01)oまた、10g/ 

日以下群は、調理を担当している人の方が担当してい 

ない人より多かった(p<0.01)o新潟県在住歴、調理 

済み食品の購入頻度においては、有意な関係はなかっ 

た。

年齢(40-50歳代群と60歳以上群)における推定食塩 

摂取量の割合を分析した結果を図3に示した。40-50歳 

代群の推定食塩摂取量は、9g/日から15g/日の範囲にあ 

り、10g/日(17.7%)と13g/日(32.3%)の2つのピー 

クが認められた。60歳以上群の推定食艘取量は、4〇・ 

50歳代群より分布の幅が狭く 7g/日から12g/日の範囲 

にあった。また、10g/日(39.1%)をピークとした分 

布が認められ、4050歳代群との違いがみられた。

表2新潟県版塩分チェックリストで測定された推定食塩摂取量®対象者の概要

推定食塩摂取量

10 g/日未満(n=30) 10 g/日以上(n=55) P値

人数 % 人数 %

年齢 59歳以下 12 14.1 50 58.8

60歳以上 18 21.2 5 5.9 <0.01a)**

性別 男性 7 8.2 42 49.4

女性 23 27.1 13 15.3 <0.0俨)**

新潟県在住歴 40年未満 3 3.5 8 9.4

40年以上 27 31.8 47 55.3 0.739b)

調理担当 有 23 27.1 26 30.6
無 7 8.2 29 34.1 0.009a)*

調理済食品購入頻度 無 9 10.6 10 11.8

L2回 17 20.0 32 37.6

3Y回 3 3.5 4 4.7

5回以上 1 1.2 9 10.6 0.243b)

a)カイ2乗検定 b) Fisherの正確確率検定 *p<0.05 **p<0.01
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V!考察

1.新潟県版塩分チェックリストとBDHQにより測定 

される推定食輙取量との関係

本結果から、新潟県版塩分チェックリストとBDHQ 

により測定される推定食塩摂取量は弱い正の相関関 

係があり、推定食塩聂取量は、新潟県版塩分チェック 

リストの方が、BDHQより約lg/日多く測定されるこ 

とが明らかとなった。BDHQにより測定された推定食 

塩摂取量を用いて新潟県民の腎症予防の指導をする 

際には、食塩摂取量がlg/日少ないことを踏まえた指 

導に活用できる可能性がある。

BDHQの方が、新潟県版塩分チェックリストより推 

定食塩摂取量がlg/日少なかった理由として考えられ 

たことは、新潟県民の特徴的な食習慣をとらえきれな 

いのでないかと考える。新潟県民は、塩鮭、たらこや 

筋子を日常的に食べる習慣がある。また、野菜に汁が 

しみ込むように調理した煮物や、片栗粉でとろみをつ 

けた煮物を汁ごと食べる習慣がある曲。このような食 

習’慣を十分捉えることができれば推定食塩摂取量1g/ 

日の差が縮まったのではないかと推察する。

新潟県版塩分チェックリストは、新潟県民の食塩摂 

取量を邮するうえで砌!であり、かつ、記載が簡便 

であることから、腎症発症予防指導が必要な対象者の 

スクリーニングや腎症発症予防の啓発への活用が期 

待できる。BDHQは、推定食塩摂取量に加えてたんぱ 

く質やカリウム・リンの摂取量を把握できるため、腎 

症進行予防指導への活用が期待できると考えた。しか 

し、新潟県民の特徴的な食習慣をとらえきれないこと 

が推察されるため、対象者の食生活の聞き取り内容も 

含め食生活全体のアセスメントが必要である。慢性腎 

臓病予防・治療には減塩だけでなく喫煙や肥満の改 

善も必要とされている。ことから、食習慣を含めた生 

活全体を総合的にアセスメントしたうえで指導につな 

げていく必要がある。

推定食鈔取量の測定方法には、本研究のように質 

問票を活用する方法の他に尿中Na涉削量から推定す 

る方法がある。早期腎症患者を対象に尿中N a涉滩・ 

を示し扌髒することで、食齢取量減少に効果がある 

ことが示されているが13)質問票の活用効果は十分示さ 

れていない。尿中Na書泄量を活用した方法に比べて 

質問票を活用した方法は、推定食塩摂取量が厳密に測 

定されないことが考えられるが、両者は相関関係にあ 

り辺対象者に数値を示して指導できるという点で、尿 

中Na衫離量を活用した方法と似たような効果が得ら 

れるのではないかと考えた。早期腎症患者への指導は 

主に外来で行われるため、自宅で蓄尿して検体を持参 

するより質問票に記載する方が患者の負担は少ない 

のではないかと推察する。今後は、早期腎症患者への 

質問票を活用した指導により、腎症進行を予防できる 

のか検証していくことが求められる。

2.対象特性からみた新潟県民の塩分摂取量の実態

本研究より、推定食塩摂取量と年齢の関係は、推定 

食塩摂取量10g/日以上群では、4050歳代群が60歳以 

上群より有意に多かった。令和元年県民健康・栄養実 

態調査小では、60歳以上群の塩分摂取量が最も多く 

□・鬼/日であったことが報告されており本結果と違い 

がみられた。1Hの食事量が多いと食塩摂取量が多く 

なることが示されている宜)ことから、食事摂取量が多 

いとBMI高値となることが予測されるが、対象者の 

BM!は、4050歳代群と60歳以上群のどちらも普通体 

重であったため食事摂取量の影響は少ないと推察さ 

れた。

また,結果では40-50歳代群の推定食塩摂取量の分 

布は、9g/日から15g/日の範囲にあり、10g/日(17.7%) 

と!3g/H (32.3%)の2つのピークがあることが認めら 

れた。本研究対象の4050歳代群においては、減鹽を意 

識して行動している集団と、意識していない、あるい 

は意識していても行動に移せていない集団に分かれ 

ていたと考えられた。新潟県民の4050歳代において、 

慢(<生腎臓病という病気についての認識は、男性が20% 

台、女性30-40%と60歳以上に比べて低いことが示さ 

れており以、病気の認識に加え、食曄取過多が慢性 

腎蹄発症・進行につながるという知識の不十分さが 

影響しているのではないかと考えられた。

しかし本結果に示されたように、全ての年代におい 

て減鹽を意識していても、厚生労働!'の示す目標値で 

ある男性7.5g/日、女性6.5g/日に届いていない現状があ 

る。慢性腎臓病患者の増加は、60歳代から顕著になる 

ことが示されているDことから、本結果に示されたよ 

うに推定食塩摂取量が多かった40-50歳代の腎症発症 

を予防する指導がより重要であると考えられる。40歳 

以降に発症する蛋白尿は腎機能低下の危険因子であ 

る置)ことからも、40-50歳代への食塩摂取量を制限す 

る指導内容を検討・実施する必要がある。瞄を意識 

し行動している集団への指導は、減塩の努力を認めた
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うえで塩分過多につながる原因を食生活の振り返り 

から気づけるように促し、具体的な減塩方法を考える 

必要がある。減瘟を意識していない、あるいは意識し 

ていても行動に移せていないと推察される集団には、 

腎症発症予防における減瘟の必要,性を伝え、10の塩 

分摂取量の目標値と自身の推定食塩摂取量を対比さ 

せて現状を認識することが大切である。本結果では、 

統計学的に有意な関係はなかったが、塩分摂取量10g/ 
日以上群には、調理済み食品購入頻度が,2回/週の割 

合が多レ噸向があることが示された。そのため貝黄入頻 

度を控えることや、利用する場合には、食品成分表示 

により塩分量を確認するなどの指導も有効であると 

考えた。

以上のことから腎症発症予防において、年齢4050 
歳代への介入を強｛しする必要がある。また、年齢60歳 

以上においても、推定食塩摂取量が厚生労働省の示す 

目標値に届いていなかったことから継続した介入が 

必要である。調理の工夫や薄味の感覚を体験から学ぶ 

ことは、減圍への気づきを促すことができ支援方法と 

して重要であることが示されている始)ことから、介入 

方法の一っとして体験型の学習機会の提供も今後検 

討していきたい。

研究の限界と今後の課題

本研究の限界の1つ目は、県内異動歴があると想定 

される人を対象としたとはいえ、調査地域が上越地域 

に限られていたことや、公共機関の選定におけるバイ 

アス、対象者数が少なかったことから新潟県民すべて 

の特徴をとらえているとはいえないことである。2つ 

目は、推定食塩摂取量の測定は、1か月間の食生活を思 

い出し質問票に記載された内容から測定しているた 

め実際の食塩摂取量を厳密に反映していない可能性 

があることである。

新潟県民の食堀受取量の実態をふまえて腎症発症. 

進行予防指導における質問票の活用を検討できたこ 

とや、介入強化が必要な集団を礦忍できた点では、効 

果的な指導方法に関する示唆を得ることができた

今後は、新潟県全域で調査を行い塩分摂取量の実態 

を扌噸する必要がある。また、4050歳代の集団がなぜ 

塩分摂取量が多くなるのか、より詳細に分析するため 

に対象者数を増やす必要がある。さらに、質問票の特 

徴をふまえた活用により、腎症発症•進行予防に効果 

がみられるのかを廨忍していくことが課題である。

vn腳
1. 新潟県版塩分チェックリストとBDHQは弱い正の 

相関(r=0.31. p<0.01)が認められ、新潟県版塩 

分チェックリストにより測定される推定食塩摂取 

量は、BDHQより有意に多かった(p<0.01)o
2. 新潟県版塩分チェックリストは、新潟県民の食塩摂 

取量を把握するうえで有効であり、かつ、記載が簡 

便であることから、腎症発症予防指導が必要な対 

象者のスクリーニングや指導への活用が期待でき 

る。

3. BDHQは、推定食塩摂取量に加えてたんぱく質や 

カリウム・リンの摂取量を扌巴握できるため、腎症進 

行予防指導への活用が期待できる。新潟県民に活 

用する際は、推定食鞭取量が少なく測定される 

ことをふまえて、食生活全体を総合的にアセスメ 

ントし、指導に活用する必要がある。

4. 新潟県民の腎症発症予防において40-50歳代への指 

導を強化する必要性が認められた。

5. 60歳以上の人への腎症発症予防を目的とした減鹿 

指導湯麟的に行う必要がある。

本研究にご協力いただいた皆様に深く感謝申し上 

げます。

本研究の一部を新潟看護ケア研究学会第14回学術 

集会で発表した。なお、本研究は、令和2年度新潟県立 

看護大学学内共同研究助成を受けて実施した研究で 

ある。
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